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■調査テーマ　保護者の学校教育に対する意識
■調査方法　　学校通しによる家庭での自記式質問紙調査（子どもを経由した配布・回収）
■調査時期　　2004年調査　2003年 12月～ 2004年１月
　　　　　　　2008年調査　2008年 3月
　　　　　　　2012年調査　2012年 11月～ 2013年１月
■調査対象　　［全国調査（2012年）］　　　
　　　　　　　　全国の公立の小２生、小５生、中２生をもつ保護者6,831人
　　　　　　　　（配布数8,766人、回収率77.9％）
　　　　　　　　調査協力校：公立小学校28校、公立中学校25校
　　　　　　　［東京都調査（2012年）］
　　　　　　　　東京都の公立・私立の中２生をもつ保護者3,336人（公立1,370人、私立1,966人）
                         　　 （配布数：4,574人、回収率72.9％）
　　　　　　　　調査協力校：公立中学校15校、私立中学校16校

■調査項目　　学校教育に期待すること／学校に望むこと／学校とのかかわり／学校の取り組みへの満足
　　　　　　　度／習い事や塾／子どもの学習の様子／教育費／希望する進学段階／中学受験／留学／子
　　　　　　　どもの将来／今後の日本社会／教育改革の取り組みについての賛否／取り組みの実施や制
　　　　　　　度変更についての賛否／教育をめぐる意見／教育に関する税負担／公立学校と私立学校に
　　　　　　　ついて　など

調査概要
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※この調査は、朝日新聞社と共同で企画・実施したものである。

経年比較
時代による変化や学校段階に
よる違いを把握できる

公立・私立比較
公立学校と私立学校の保護者
の意識の違いを把握できる

［全国調査］　　第１回　　　　　第２回　　　　　第３回
２００４年　－　２００８年　－　２０１２年

［東京都調査］
２０１２年

調査の枠組み

分析にあたって
［全国調査］　経年比較の精度を高めるため、各調査年の調査対象の地方別構成比が、その年度の全国の児童・生
徒の構成比と等しくなるようウェイトの設定を行った。具体的には、文部科学省「学校基本調査」の各調査実施
年度（2003年、2007年、2012年）の都道府県別児童・生徒数を用い、地方４区分（北海道・東北、関東、中部・
近畿、中国・四国・九州・沖縄）ごとの比（「学校基本調査」の児童・生徒数／本調査のサンプル数）を算出して、
ウェイトとして用いた。
［東京都調査］　学校の抽出にあたっては、公立小学校から私立中学校への進学率により東京都の市区を３つの地
域ブロックに分け（私立進学率2割以上／1割台／1割未満）、各地域ブロックから市区を選択。公立中学校は、
その市区のなかから、学校規模が偏らないように抽出、私立中学校は、偏差値、男女共学、大学の附属校かどう
かの条件が偏らないように抽出した。そのため、公立中学校および私立中学校の数値は、東京都の学校全体をあ
らわしているわけではない。

①

②

※東京都調査の公立中学校の対象者のうち104人は、全国調査の対象者と重複している。



（％）

全体 小 2生 小 5生 中 2生 学年不明
2004 年 6,288 2,038 2,068 2,120 62
2008 年 5,399 1,621 1,727 1,972 79
2012 年 6,831 1,993 1,945 2,843 50
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※子どもとの続柄の「その他」は、「祖母」「祖父」「その他」の合計。
※保護者の学歴は、子どもの父親と母親の学歴をたずねる質問で、両方とも「大学・短期大学を卒業している」を選択した人を「父母ともに大卒」、
　両方とも選択していない人を「父母ともに非大卒」としている（全国調査の 2004 年、2008 年は自分と配偶者の学歴をたずねる同様の質問〔複
　数回答〕をもとに算出）。

サンプル数

基本属性

［全国調査］

［東京都調査］ 全体 公立 私立
2012 年 3,336 1,370 1,966

［全国調査］
①子どもの性別 ②子どもの学年

③保護者の学歴

［東京都調査］
①子どもの性別

④保護者の学歴

2004 年

2008 年

2012 年

1.6
48.5

2.7
49.7 49.5

0.8

49.1 49.4

男子 女子
無回答・不明

48.9

③子どもとの続柄

2004 年

2008 年

2012 年

1.0

0.6 1.8
91.1

0.7 1.1

90.0

父親
その他
無回答・不明

90.2

公立

私立
1.2

52.2
0.5

49.6 49.3

男子 女子
無回答・不明

47.3

②子どもとの続柄

公立

私立
1.5

7.5 0.5

91.4 6.1
母親 父親

無回答・不明

91.8

公立

私立

9.9 29.5

2004 年

2008 年

2012 年

1.6

10.2
2.4

24.8 39.1

21.8 52.1

20.7

2004 年

2008 年

2012 年

1.0
34.3

1.6
33.4 32.8

0.8

32.9 33.3
小 2生 小 5生

無回答・不明

32.3

中 2生

32.9

31.8

33.1

母親

8.4

7.3

7.1

0.7
14.5 10.0

13.5 53.2

12.6 11.3

父母ともに大卒

父は大卒・母は非大卒
無回答・不明父は非大卒・母は大卒

父母ともに非大卒

12.2

その他

1.1

0.3

父母ともに大卒

父は大卒・母は非大卒
無回答・不明父は非大卒・母は大卒

父母ともに非大卒

15.829.9

5.4
7.710.467.5

14.9

9.0

（％）

（％）

（％） （％）

（％） （％）

（人）

（人）
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全国調査

学校に対する総合満足度

総合的に見て子どもが通う学校に「満足している（とても＋まあ）」と回答した保護者の比率は、
2004 年（73.1％）、2008 年（77.9％）、2012 年（80.7％）と継続して増加し、約８割となった。
2004 年からの変化を学校段階別にみると、小学生の保護者では 5.4 ポイント増加して 83.0％に、中
学生の保護者は 12.4 ポイント増加して 76.3％になった。

８割の保護者が学校に満足している

総合的に見てお子様が通われている学校に満足していますか。Ｑ
図１－１　学校に対する総合満足度（全体／学校段階別・経年比較）

まあ満足しているとても満足している

無回答・不明

4.9 68.2

2.7

2004年

2008年

2012年

20.6

3.6

7.7 70.2 17.1

3.11.9

11.1 69.6 16.0

2.1 1.2

あまり満足していない
まったく満足していない全　体

まあ満足しているとても満足している

無回答・不明

5.9 71.7

1.9

2004年

2008年

2012年

17.0

3.5

8.9 72.0 14.5

2.8

13.1 69.9 13.9

1.9 1.2

あまり満足していない
まったく満足していない小学生

まあ満足しているとても満足している

無回答・不明

2.8

61.1

4.4

2004年

2008年

2012年

28.1

3.7

5.1 66.3 22.7

3.82.1

7.2 69.1 20.1

2.5 1.2

あまり満足していない
まったく満足していない中学生

1.8

全国調査
（経年比較） 　１  学校に対する期待と満足

（％）

（％）

（％）
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2004 年から 2012 年にかけて、ほとんどの項目で「満足している（とても＋まあ）」の比率が上昇し
ている。とくに上昇幅が大きいのは、小学生の保護者では「学校の教育方針や指導状況を保護者に伝
えること」（14.1 ポイント増）、中学生の保護者では「社会のマナーやルールを教えること」（16.8 ポ
イント増）であった。

学校の指導や取り組みに対する満足度が年々高まっている

あなたは学校の取り組みに対して満足していますか。Ｑ
図１－２　学校の指導や取り組みに対する満足度（学校段階別・経年比較）

学芸会や音楽会などの文化活動
11.5

14.6

20.1 65.2

62.1
64.5

15.3

64.2 16.9

23.4

62.3

61.0

学校の指導や取り組みに対する満足度

小学生
020406080100

（％）
中学生

（％）
0 20 40 60 80 100

〔77.6〕

〔81.1〕

〔84.4〕

運動会などのスポーツ活動
12.1 62.5

15.8 63.6

17.5 64.3

64.8 15.5

67.2 17.0

18.863.3

〔80.3〕

〔84.2〕

〔82.1〕 〔81.8〕

〔79.4〕
〔74.6〕

〔85.3〕

〔79.1〕

〔73.6〕

クラブ・部活動＊

13.6

15.4

50.2

50.6

52.4
18.6

40.4 5.2

43.3 6.3
44.9 7.3

〔45.6〕

〔49.6〕

〔52.2〕 〔68.8〕

〔67.8〕

〔64.2〕

教科の学習指導
2.7

3.8

52.0

58.0
4.7 60.6

69.4 8.5

68.8 10.9

69.6 13.5

〔77.9〕

〔79.7〕

〔83.1〕 〔65.3〕

〔61.8〕
〔54.7〕

将来の進路や職業について
考えさせること

4.7

6.7 55.4

46.8

53.05.8
33.2 1.9

32.8

2.636.2
2.9

〔35.1〕

〔38.8〕

〔35.7〕 〔62.1〕

〔58.8〕

〔51.5〕

学校の教育方針や指導状況を
保護者に伝えること 4.6

7.7 57.6

56.6
3.9 46.251.3 5.3

57.5 8.1

58.6 12.1

〔56.6〕

〔65.6〕

〔70.7〕 〔65.3〕

〔61.2〕

〔50.1〕

学ぶ意欲を高めること
3.2

3.2
3.9 49.6

35.1

41.7
55.2 8.8
55.6 9.4

58.7 13.8

〔64.0〕

〔65.0〕

〔72.5〕 〔53.5〕

〔44.9〕

〔38.3〕

先生たちの教育熱心さ 51.8

6.4 44.7

8.5
10.6 56.9

55.7 11.1

55.9 12.7

56.9 17.1

〔66.8〕

〔68.6〕

〔74.0〕 〔67.5〕

〔60.3〕

〔51.1〕

学習の評価（成績のつけ方）3.5 58.5

2.5 53.2

5.5 64.9

65.4 7.1

66.1 7.6

66.5 11.1

〔72.5〕

〔73.7〕

〔77.6〕 〔70.4〕

〔62.0〕
〔55.7〕

道徳や思いやりの心を
教えること

50.14.8

5.6 59.8

6.6 63.9

62.9 9.0

63.4 11.1

63.3 16.5

〔71.9〕

〔74.5〕

〔79.8〕 〔70.5〕

〔65.4〕

〔54.9〕

社会のマナーやルールを
教えること

64.2

4.7 50.3

6.0 60.3

7.6

62.4 8.3

64.1 9.7

64.2 15.9

〔70.7〕

〔73.8〕

〔80.1〕 〔71.8〕

〔66.3〕

〔55.0〕

まあ満足している とても満足している まあ満足しているとても満足している

※全 14 項目のうち 2004 年～ 2012 年の経年比較が可能な 11 項目を示している。
※〔　〕内は「とても満足している」＋「まあ満足している」の％。
※＊は、2004 年、2008 年では「放課後のクラブ活動や部活動」とたずねている。また、2004 年、2008 年は「とても満足している」「まあ満足している」
　「あまり満足していない」「まったく満足していない」の４段階で、2012 年は「子どもの通う学校ではやっていない」を加えた５段階でたずね
　ており、2012 年の数値は、「子どもの通う学校ではやっていない」を除いて算出している。

2004 年

2008 年

2012 年

2004 年

2008 年

2012 年



全国調査全国調査
（経年比較） 　１  学校に対する期待と満足
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学校の教育や指導に対する期待

「教科の基礎的な学力を伸ばす」「学ぶ意欲を高める」などの学習にかかわる項目や、「社会のマナー
やルールを教える」「道徳や思いやりを教える」などの社会性の育成にかかわる項目が上位を占める。
経年変化をみると、「将来の進路や職業について考えさせる」ことへの期待がとくに小学生の保護者
で高まっている。

「将来の進路や職業について考えさせる」ことへの期待が高まっている

あなたは、学校にどのような教育や指導を期待しますか。　Ｑ
図１－３　学校に期待する教育（学校段階別・経年比較）

※全 22 項目のうち 2004 年～ 2012 年の経年比較が可能な 14 項目を示している。
※〔　〕内は「とても期待する」＋「まあ期待する」の％。
※＊は 2004 年、2008 年では「コンピュータを使う力を育てる」とたずねている。

教科の基礎的な学力を伸ばす

社会のマナーやルールを教える

道徳や思いやりを教える

学ぶ意欲を高める

表現力やコミュニケーション力を
伸ばす　　

規則正しい生活習慣を
身につけさせる

学力や能力を客観的に評価する

スポーツの能力や体力を向上させる

将来の進路や職業について考えさせる

郷土や国を愛する心を育てる

受験に役立つ学力を伸ばす

音楽・美術など芸術面での
才能を伸ばす

実際の場面で話せる英語力を育てる

中学生
（％）

0 20 40 60 80 100

64.3
65.6
63.0 31.6

30.6
28.7

45.2
49.0

40.9

49.2

34.2 50.1

50.8

28.6
28.2
27.3 55.8

53.9
56.1

38.9
40.0 49.1

48.0

20.6
20.9

55.6

51.2
53.5

35.6

38.5 49.4

49.1
51.3

15.1
53.6
52.2

22.4
16.6
17.7 53.9

51.9
51.6

23.9
22.4
25.3 44.0

43.6
44.8

43.1
42.2

53.3 40.2

57.7 33.0
58.4 33.2
57.6 34.9

47.8 40.1
50.5 39.3
51.7

38.0
41.1 48.0
36.4 50.4

31.4 49.8

36.2 49.9

29.7 51.9
33.4
28.2 57.2

35.0 49.5

20.9

35.7

14.6 51.2

15.2

小学生
020406080100

（％）

68.8
27.6 68.8

68.2

35.3 58.5
34.8 59.1
32.7 63.1

30.8 64.1
29.8 64.4

34.0 60.2
33.4 61.5
31.8 64.1

45.4 47.5
43.6 49.6
45.9 44.7

47.7 38.9
45.5 41.2
45.4 43.2

55.3 26.4
56.7 27.0
56.2 29.0

59.9 24.3
56.9 28.4
56.7 27.7

45.0 14.8
49.5 17.9

52.0 22.5

52.5 21.0
53.8 24.8
54.4 23.1

47.5 13.2

45.5
13.8

53.8 15.3
55.9 16.7
52.6 17.4

51.2 19.3
50.1 15.7
49.4 14.7

38.8 17.7
40.9 15.4

45.5
11.7

41.5 17.7

28.0

29.0

64.431.7

2004 年

2008 年

2012 年

コンピュータやインターネットを
使いこなす力を育てる＊

〔96.4〕
〔97.2〕

〔93.8〕
〔93.9〕
〔95.8〕

〔94.9〕
〔94.2〕
〔96.1〕

〔94.2〕
〔94.9〕
〔95.9〕

〔92.9〕
〔93.2〕
〔90.6〕

〔86.6〕
〔86.7〕
〔88.6〕

〔81.7〕
〔83.7〕
〔85.2〕

〔84.2〕
〔85.3〕
〔84.4〕

〔67.4〕
〔59.8〕

〔74.5〕

〔73.5〕
〔78.6〕
〔77.5〕

〔60.7〕
〔59.3〕
〔57.2〕

〔69.1〕
〔72.6〕
〔70.0〕

〔70.5〕
〔65.8〕
〔64.1〕

〔56.5〕
〔56.3〕
〔59.2〕

〔96.8〕 〔94.9〕
〔94.3〕
〔94.6〕

〔88.3〕
〔91.2〕
〔93.5〕

〔90.7〕
〔91.6〕
〔92.5〕

〔87.9〕
〔89.8〕
〔92.6〕

〔87.2〕
〔89.1〕
〔86.8〕

〔81.2〕
〔84.3〕
〔86.1〕

〔81.6〕
〔84.2〕
〔85.4〕

〔82.5〕
〔84.3〕
〔83.1〕

〔84.5〕
〔86.9〕
〔89.1〕

〔71.8〕
〔74.4〕
〔76.5〕

〔84.7〕
〔87.0〕
〔87.9〕

〔65.8〕
〔67.3〕
〔68.8〕

〔74.3〕
〔68.2〕
〔71.6〕

〔67.5〕
〔67.2〕
〔69.3〕

とても期待するまあ期待する とても期待する まあ期待する

2004 年

2008 年

2012 年

全国調査
（経年比較）
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今回、初めてたずねた項目のなかでは、「地震や津波、火災など災害が起きたときに身を守る方法を教
える」ことに期待する比率が小・中学生の保護者とももっとも高い。また、「主体的に行動する力を育
てる」ことや「物事を多面的に考える力を育てる」ことに「期待する（とても＋まあ）」比率も９割近
くにのぼる。保護者は、教科の基礎学力や学習意欲の向上にとどまらない期待を学校に寄せている。

９割近くの保護者が「主体的に行動する力」や「多面的に考える力」の育成を期待

あなたは、学校にどのような教育や指導を期待しますか。Ｑ
図１－４　学校に期待する教育（学校段階別・2012 年）

※全 22 項目のうち、2012 年に初めてたずねた８項目を示している。
※〔　〕内は「とても期待する」＋「まあ期待する」の％。

地震や津波、火災など災害が起きた
ときに身を守る方法を教える

主体的に行動する力を育てる
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37.1 50.2

37.0 49.2
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49.5 40.0

53.1 34.4

53.2 31.2

56.8 26.6

53.2 30.1

51.0 18.4

39.9

38.849.9 物事を多面的に考える力を育てる

課題を発見する力を育てる

論理的に考える力を育てる

日本の歴史や文化に対する
理解を深める

家庭での学習習慣をつける

異なる国の文化や価値観への
理解を深める

中学生
（％）

0 20 40 60 80 100

小学生
020406080100

（％）

とても期待するまあ期待する とても期待する まあ期待する

〔92.2〕

〔89.5〕

〔88.7〕

〔87.5〕

〔84.4〕

〔83.4〕

〔83.3〕

〔69.4〕 〔72.8〕

〔81.3〕

〔81.5〕

〔83.4〕

〔83.9〕

〔86.2〕

〔87.3〕

〔87.6〕

　１  学校に対する期待と満足



全国調査全国調査
（経年比較） 　１  学校に対する期待と満足
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（％）
0 40 60

「子どもの学校での様子を保護者に伝える」ことを学校に「望む（とても＋まあ）」保護者の比率は、
2004 年から継続してもっとも高く 95％を超えている。学校から頼まれたら協力したい・してもよい
こととしては、「子どもの安全を守る巡回活動」が５～６割台、「ＰＴＡの役員」が３割台と他に比べ
て高く、年々上昇傾向である。

「子どもの安全を守る巡回活動」への協力度が上昇

あなたはお子様が通われている学校に、次のようなことを望みますか。Ｑ
図１－５　学校に望むこと（全体・経年比較）

学校に望むこと・学校へのかかわり

※全 8項目のうち、2004 年～ 2012 年の経年比較が可能な 7項目を示している。
※複数回答。
※＊は 2004 年、2008 年では「学区の安全を守る巡回活動」とたずねている。

もし、学校から次のようなことを頼まれたら、あなたは協力しますか。Ｑ
図１－６　学校に協力したい・してもよいこと（全体・経年比較）
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34.8

2004 年
2008 年
2012 年

5.9

16.1

4.1
5.4

※全７項目のうち 2004 年～ 2012 年の経年比較が可能な５項目を示している。
※〔　〕内は、「とても望む」＋「まあ望む」の％。

学校の教育方針や目標を決める委員会への参加 13.5
14.1

15.3
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授業での教師のアシスタント 15.6
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17.7
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55.2
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35.3

31.0
33.9ＰＴＡの役員
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現在の教育改革への賛否

８割以上の保護者が「小学校での英語学習の実施」「スクールカウンセラーの配置」「放課後の学習支
援の実施」に「賛成（賛成＋どちらかといえば賛成）」している。一方、半数以上の保護者が「『総合
的な学習の時間』の削減」に、４割以上の保護者が「夏休みや冬休みの短縮」に「反対（反対＋どち
らかといえば反対）」している。

半数以上の保護者が、「総合的な学習の時間」の削減に反対

現在の教育改革で取り入れられている次のような取り組みについて、
賛成ですか反対ですか。Ｑ

図２－１　現在の教育改革への賛否（全体・2012 年）

図２－２　現在の教育改革への賛否 （全体・経年比較）

※全 11 項目のうち 2004 年～ 2012 年の経年比較が可能な５項目を示している。
※「賛成」＋「どちらかといえば賛成」の％。
※＊は2004年、2008年では「次のような取り組みが実施されることや、制度の変更が行われることについて、賛成ですか反対ですか」とたずねている。

※「わからない」、無回答・不明を省略している。

小学校での英語学習の実施

スクールカウンセラーの配置

土曜日の補習授業の実施

放課後の学習支援の実施

学校選択制の導入（公立小・中学校の学区の自由化）
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公立の中高一貫教育校の増設

公立の小中一貫校の設置

夏休みや冬休みの短縮

｢総合的な学習の時間｣ の削減

1.66.2

0.72.8

1.4

13.3 4.0

13.4 3.2

18.2 5.0

23.4

13.4 3.3

16.3 3.6

29.5 14.7

37.6 14.2

6.7

4.8

賛成

（％）
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スクールカウンセラーの配置

土曜日の補習授業の実施

学校選択制の導入
（公立小・中学校の学区の自由化）
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理解の早い子どもには
さらに高いレベルの学習をさせる＊

83.7
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81.5
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　２  教育改革についての意見
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全国調査全国調査
（経年比較） 　１  学校に対する期待と満足

74％の保護者が、「小学校低学年から英語学習を導入する」ことに「賛成（賛成＋どちらかといえば賛成）」
している。2004年からの変化をみると、「全国的な学力調査の結果を学校ごとに公表する」（13.6ポイント
増）、「教師・保護者以外の人や外部機関が学校を評価する」（5.6ポイント増）などへの「賛成」が増加す
る一方で、「子ども・保護者が学校や先生を評価する」ことへの「賛成」は減少している（13.9ポイント減）。

74％の保護者が小学校低学年からの英語学習導入に賛成

次のような取り組みが実施されることや、制度の変更が行われることについて、
賛成ですか反対ですか。Ｑ

図２－３　今後の教育改革への賛否（全体・2012 年）

10

今後の教育改革への賛否

※全 13 項目のうち 2004 年～ 2012 年の経年比較が可能な 5項目を示している。
※「賛成」＋「どちらかといえば賛成」の％。
※＊は 2004 年、2008 年では「学校ごとに標準学力テストの結果を公開する」とたずねている。

図２－４　今後の教育改革への賛否 （全体・経年比較）

※「わからない」、無回答・不明を省略している。

小学校低学年から英語学習を導入する
全国的な学力調査（全国学力・学習状況調査）
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学力の高い子は飛び級ができる制度を作る
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授業時間・学校週５日制について

教科の授業時間について「今と同じくらいがいい」と考える保護者は約６割で、2008 年と比べて
大幅に増加した（12.8 ポイント増）。学年別では、とくに小２生の保護者でその比率が高い。公立
学校の「完全学校週５日制」を支持する保護者は２割弱で（17.9％）、「隔週学校週５日制」支持が
57.3％と半数を超えた。「完全学校週６日制」支持は 23.4％であった。

約６割の保護者が教科の授業時間は「今と同じくらいがいい」と考えている

現在の教科の授業時間について、あなたはどう思いますか。Ｑ
図２－５　教科の授業時間（全体・経年比較、学年別・2012 年）

2012年 17.9 57.3

学年別

（％）

公立学校の完全学校週５日制を、完全学校週６日制に戻したほうがよいという意見
があります。これについて、あなたはどう思いますか。Ｑ

図２－６　公立学校の完全学校週５日制（全体／学年別・2012 年）

全　体

小２生

小５生

中２生

37.4

42.1

32.3

1.7

1.1

1.6

1.6

2.1

64.7

59.3

54.6

1.4

（％）

小２生

小５生

中２生

完全学校週 5日制 隔週学校週 5日制 完全学校週 6日制

完全学校週 5日制 隔週学校週 5日制 完全学校週 6日制

今と同じくらいがいい今よりも増やしたほうがいい
今よりも減らしたほうがいい

（％）
今と同じくらいがいい今よりも増やしたほうがいい 無回答・不明
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2012年

45.1 50.7
2.2
2.0

今よりも減らしたほうがいい

全　体

49.8

37.2
1.5

1.2
1.7

2.246.8

59.6

（％）

23.4 1.4

18.3

18.4

16.6

59.1

55.9

56.8

24.4

21.4

1.8

1.1

1.3

24.8

無回答・不明

無回答・不明

無回答・不明

※「すべての土曜日を休みにするのがいい ( 完全学校週５日制 )」「月に 2回くらい、土曜日に学校があるのがいい ( 隔週学校週５日制 )」「すべて
　の土曜日に学校があるのがいい ( 完全学校週６日制 )」とたずねている。

学年別
（2012年）

（2012年）
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所得により教育格差が生じることへの意見をたずねたところ、「やむをえない」と考える保護者が５
割強で、2008年に比べて大幅に増加した（12.8ポイント増）。「問題だ」と考える保護者は約４割となっ
た。教育にかかわる税負担は、「公立高校の授業料」を「税金で負担すべき（すべて＋どちらかとい
えば）」がもっとも高く（78.3％）、次いで「国公立大学の授業料」（60.8％）であった。

所得による教育格差を「やむをえない」と考える保護者が半数を超える

所得の多い家庭の子どものほうが、よりよい教育を受けられる傾向があると
言われます。こうした傾向について、あなたはどう思いますか。Ｑ

図２－７　教育の不平等（全体／経済状況別・経年比較）

あなたは、次のことについて、どの程度、税金で負担すべきだと思いますか。Ｑ
図２－８　教育にかかわる税負担（全体・2012 年）

※「ゆとりがある」は、「あなたの生活には経済的にどの程度ゆとりがありますか」という質問に「ゆとりがある」「多少はゆとりがある」と
　回答した保護者、 「ゆとりがない」は、「ゆとりがない」「あまりゆとりがない」 と回答した保護者。
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15.4

9.15.5

ゆとりがある

ゆとりがない

教育格差に対する意識



　２  教育改革についての意見

教育の平等や競争に対する意識

「どんな地域でも同じ教育を受けられるよう、教育内容は国が定めたほうがいい」を支持する保護者
は継続して約７割で、平等な教育環境を求めている。一方で、2008 年に比べて「学校が競争すれば、
学校の中に活気が生まれて教育は良くなる」（5.3 ポイント増）、「学習内容をもっと選択できるよう
にするのがよい 」（4.1ポイント増）など学校間競争や学習内容の個別化への意識は若干強まっている。

約７割の保護者は、どんな地域でも同じ教育が受けられることを望んでいる

２つの意見のうち、あなたの考えに近いのはどちらですか。Ｑ
図２－９　教育の平等や競争に対する意識（全体・経年比較）

①学校の教育内容・学校間競争

②子どもの学習内容・学力

Ａ
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町村が決めたほうがいい
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3.2
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25.5

子どもの個性に応じて学習
内容をもっと選択できるよ
うにするのがよい＊＊

公立学校は、勉強の苦手な
子どもに学力をつけること
を重視すべきだ＊

義務教育では、すべての子
どもに共通する内容を教え
るのがよい

公立学校は、勉強の得意な
子どもの学力を伸ばすこと
を重視すべきだ

2.330.19.9 44.2 13.52012 年

③学校教育の税負担

※全 11 項目のうち６項目を示している。
※＊は 2004 年、2008 年ではたずねていない。 ＊＊ は 2004 年ではたずねていない。

11.0 35.5 32.8 15.42008 年 5.3

4.038.610.2 34.4 12.82012 年

学校教育を充実させるため
に税金が増えるのは仕方が
ない＊＊

学校教育は現状のままでよ
いので、税金は増やさない
ほうがよい

学校は、教科に関する知識
の習得を重視すべきだ＊

学校は、将来、社会で活用
できる力（論理的思考力、
コミュニケーション力など）
の育成を重視すべきだ

3.152.524.6 14.22012 年
5.6

（％）
Ａに近い Ｂに近い

無回答・不明どちらかといえば
Ａに近い

どちらかといえば
Ｂに近い

（％）
Ａに近い Ｂに近い

無回答・不明どちらかといえば
Ａに近い

どちらかといえば
Ｂに近い
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全国調査全国調査
（経年比較） 　３  子どもの将来について

14

あなたはお子様をどこまでの学校へ進学させたいとお考えですか。Ｑ

子どもへの教育期待

「四年制大学まで」進学させたいと考える保護者は、継続して増加し、５割を超えた（52.0％）。ど
の調査年でも、女子より男子の保護者のほうが「四年制大学まで」を望む比率が高いが、上昇幅は女
子の保護者のほうが大きい。留学意向については、未定の比率も高いが、小・中学生の保護者とも「必
ず留学させたい」は 1.5％前後と低く、「できれば留学させたい」と合わせても２割強にとどまった。

子どもに「四年制大学まで」を望む保護者が半数を超える

図３－１　子どもへの進学期待（全体・経年比較）

小学生

中学生

全　体

できれば留学させたい
必ず留学させたい 無回答・不明

1.5

21.5 39.431.9 5.7

留学させたいとは思わない わからない・まだ決めていない
（％）

できれば留学させたい
必ず留学させたい 無回答・不明

  1.6

21.5 43.527.4   6.1

留学させたいとは思わない わからない・まだ決めていない
（％）

できれば留学させたい
必ず留学させたい 無回答・不明

  1.3

21.7 30.941.2 4.9

留学させたいとは思わない わからない・まだ決めていない
（％）

あなたは、将来、お子様を海外留学させたいですか。Ｑ

6.615.8

2004 年

2.4

15.8

0.3

17.8 46.87.3 4.4

2008 年

2012 年

中学校まで
その他

無回答・不明

高校まで

専門学校・各種学校まで

5.3

0.1

17.7 48.8   4.3  4.3

  6.7  

  3.6  

  1.9  14.5 18.8 52.0

短期大学まで

大学院まで

四年制大学まで
（％）

「四年制大学まで」
の比率（％）

44.8

39.1

37.1

女子

56.4

58.8

59.3

男子

図３－２　子どもへの留学意向（全体／学校段階別・2012 年）

  2.4  

  2.1

0.2



あなたは、今後の日本社会はどのように変化すると思いますか。

15

子どもには将来、「手に職をつけてほしい」「人なみの生活がおくれればよい」「将来役に立つ高度な
専門資格を身につけてほしい」と考える保護者（とてもあてはまる＋まああてはまる）の比率は８割
台と高い。今後の日本社会の変化については、「安定した仕事を得ることがどんどん難しくなる」と「思
う（とても＋まあ）」比率が 91.0％と非常に高い。

９割の保護者が「安定した仕事を得ることがどんどん難しくなる」と考えている

図３－３　子どもの将来に期待すること（全体・2012 年）

子どもの将来と日本社会

とてもそう思う
無回答・不明

25.4 43.7

2.8
22.7

8.4

まあそう思う
あまりそう思わない （％）

44.5 41.4

5.4学歴よりも学生時代に何を学んだかが
重視される社会になる

日本で仕事をするにしても海外の人や
企業とつきあう力は今よりも必要になる

安定した仕事を得ることが
どんどん難しくなる

5.1

まったくそう思わない

3.9

54.6

0.3

36.4 4.8

0.6

（％）

　手に職をつけてほしい

人なみの生活がおくれればよい

人の助けになる仕事をしてほしい

将来役に立つ高度な専門資格を
身につけてほしい

大学で過ごすこと自体が
子どもの人生経験として貴重だ＊

人に尊敬される仕事についてほしい

レベルの高い学校に進学してほしい

地元で就職してほしい

これからの時代は
大学くらい出ていないとやっていけない＊

国際的に活躍できる人になってほしい

大学を卒業することが
子どもに能力があることの証明になる＊

  7.7

1.5 
7.8

1.7
15.2
1.2

29.3
2.4

6.7

37.3 12.0

39.0 13.3

14.6

7.0

9.4

29.0

30.6

39.1

40.5

43.7

48.3

20.2

12.7 28.0

9.3

19.0

41.5

36.1 30.4

0.7 

34.0

53.6

5.9

6.6

6.1

6.3

6.6

7.8

7.4

7.3

45.2

とてもあてはまる
まああてはまる

あまりあてはまらない
まったくあてはまらない 無回答・不明

37.728.011.7

7.0 23.9 50.6 11.1

4.3
20.1 49.5 17.9 8.2

8.0

あなたは、お子様の将来についてどのように考えていますか。Ｑ

図３－４　今後の日本社会の変化について（全体・2012 年）

Ｑ

※＊は「とてもあてはまる」「まああてはまる」「あまりあてはまらない」「まったくあてはまらない」「大学に進学させる予定はない」の５段階で 
　たずねており、数値は、「大学に進学させる予定はない」を除いて算出している。



全国調査全国調査
（経年比較） 　４  学校外教育の実態と意識

小学生の家庭学習時間は、2004 年から継続して「ほとんどしない」＋「およそ 30 分」の比率が
減少し（70.2％→ 64.8％→ 55.2％）、「１時間」の比率が大幅に増加している（22.4％→ 24.6％
→ 33.1％）。中学生の家庭学習時間は、2008 年からの変化は少ない。習い事は、小学生のスポーツ
系の習い事（スイミングスクール、スポーツクラブ・体操教室など）が増加傾向である。

小学生の家庭学習時間が増加している

16

家庭学習時間と習い事

※家庭学習時間は、学習塾などでの学習時間を除いて回答してもらっている。
※「２時間以上」は、「２時間」「２時間 30 分」「３時間」「３時間 30 分」「それ以上」の合計。
※平均時間は、「ほとんどしない」を 0分、「3時間 30 分」を 210 分、「それ以上」を 240 分のように置き換えて、無回答・不明を除いて算出した。

図４－２　習い事（学校段階別・経年比較）

中学生小学生
ほとんどしない

2008 年

2012 年

2004 年
1時間およそ 30分
1時間 30 分
2時間以上

無回答・
不明

57.7 22.4
3.2 2.3

2.1

10.3 54.5 24.6
4.7 3.3

2.5

6.4 6.9 3.6
1.2

12.5

ほとんどしない
1時間およそ 30分
1時間 30 分

2時間以上
無回答・
不明

30.2 24.2 7.1
5.8

2.4

3.2

27.0 28.1 11.0 1.5

30.3

48.8 33.1

22.1 27.527.5 11.2 8.6

23.3 9.2

お子様はふだん（月曜日～金曜日）、１日に平均してご家庭でどれくらい勉強しますか。Ｑ

現在、お子様がしている習い事や塾があれば、すべて選んでください。Ｑ

図４－１　家庭学習時間（学校段階別・経年比較）

（％）
0 20 40

小学生 中学生

※全 17 項目のうち全体の数値の上位 11 項目を示している。
※複数回答。
※ 2004 年、2008 年の「音楽（教室や個人レッスン）」の数値は、各調査年の「楽器（ピアノやバイオリンなどの個人レッスン）」「音楽教室」の
　回答をもとに算出した。

（％）
02040

スイミングスクール
29.0

23.2
23.5

1.9
2.3
1.5

定期的に教材が届く
通信教育21.8

17.7
16.5

15.7
18.9

14.8

地域のスポーツチーム
（野球やサッカーなど）21.6

20.4
18.0

7.2
6.4
5.5

音楽
（教室や個人レッスン）21.0

20.6
24.6

10.4
11.5
13.2

スポーツクラブ・
体操教室15.4

13.9
13.3

6.5
5.4
4.9

習字
13.9
15.4

17.7

6.8
6.6
9.4

計算・書き取りなどの
プリント教材教室12.6

10.9
11.1

2.5
3.5
2.9

英会話などの語学教室や
個人レッスン12.4

12.1
14.7

6.9
5.7
5.1

そろばん
8.7

11.1
9.7

0.8
1.0
1.1

受験のための塾
（進学塾）5.2

6.1
5.2

32.2
36.4

29.8

補習塾
4.9
4.3
4.3

14.8
13.9

19.5

2004 年
2008 年
2012 年

2004 年
2008 年
2012 年

（％）（％）
37.5
分

平均
時間

41.2
分

46.2
分

38.7
分

平均
時間

47.9
分

47.8
分



教育費

小・中学生全体でみると、子ども１人あたりの教育費の平均額は、2004 年から継続して増加傾向で
ある（１万３千円台→１万４千円台）。しかし、属性別にみると、もともと教育費の平均額が高い中
学生の保護者や、父母とも大卒の保護者では、2008 年から 2012 年にかけて教育費が減少している。
教育費の負担感については、2008 年からの変化は小さい。

中学生の保護者や、父母とも大卒の保護者の教育費が減少している

図４－３　１か月の教育費（全体・経年比較）
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図４－５　教育費の負担感（全体・経年比較）

図４－４　１か月の教育費の平均金額（学年別／保護者の学歴別・経年比較）

※子ども１人あたりの費用。
※「30,000 円以上」は、「30,000 円～ 40,000 円未満」 「40,000 円～ 50,000 円未満」 「50,000 円～ 60,000 円未満」 「60,000 円以上」の合計。
※平均金額は、「2,500 円未満」を 1,250 円、 「50,000 円～ 60,000 円未満」 を 55,000 円、「60,000 円以上」を 65,000 円のように置き換えて、無回答・
　不明を除いて算出した。
※保護者の学歴については、P. ３の注を参照。

13,106 円

2,500 円～ 5,000 円未満
2,500 円未満

14.62004年 16.1

5,000 円～ 10,000 円未満
15,000 円～ 20,000 円未満

2012年

2008年

9.1 6.8 8.321.3 11.7 12.0

20,000 円～ 30,000 円未満

30,000 円以上10,000 円～ 15,000 円未満
無回答・不明

14.5 15.09.1 9.1 7.521.7 10.8 12.3

13.6 17.08.5 9.0 6.220.2 12.1 13.4

13,986 円

14,168 円

平均金額

やや負担を感じる

かなり負担を感じる

14.12004年 21.6

少し負担を感じる

まったく負担を感じない

2012年

2008年

22.5 7.1 7.627.0

あまり負担を感じない

無回答・不明

15.7 20.224.3 7.0 6.726.2

15.6 20.324.7 6.4 5.927.1

2004年 2008年 2012年

22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

0

小学生

中学生

16,062

18,162

16,899

11,669
12,049

12,830
●●

●

学校での費用を除いた習い事、通信教育、塾、レッスンなどの１か月の費用の
合計を教えてください。Ｑ

学校外の教育費用の負担をどのようにお感じになりますか。Ｑ

（円）

2004年 2008年 2012年

22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

0

（円）

父母ともに非大卒

父母ともに大卒

17,919

20,103

18,452

10,331 11,161 11,233

■

●

■

●

■

学年別 保護者の学歴別

（％）

（％）

●



東京都調査
（公立・私立比較）　５  学校に対する期待と満足

学校に対する満足度

公立中学校の保護者の 85％以上が、学校の「学芸会や音楽会などの文化活動」「運動会などのスポー
ツ活動」に「満足している（とても＋まあ）」と回答。一方で、私立中学校の保護者は、「先生たちの
教育熱心さ」にもっとも「満足」しており（86.0％）、その他の多くの項目でも７～８割が「満足して
いる」と回答している。総合満足度も、私立中学校の保護者は「とても満足している」が 34.2％と高い。

私立中の保護者の86％が「先生たちの教育熱心さ」に満足している

あなたは学校の取り組みに対して満足していますか。Ｑ

※「とても満足している」＋「まあ期待している」の％。

図 5－ 2　学校の指導や取り組みに対する満足度（公私別・2012 年）
（％）

0 20 40 60 80 100

学芸会や音楽会などの文化活動 87.1
85.4

86.0

65.6
77.4

63.7

51.5
73.6

50.7
57.2

63.7

85.0
82.7

75.8
82.1

72.9
81.0

68.3
75.8

69.7
82.7

67.9

67.2
83.1

66.0
83.1

69.1

41.0

運動会などのスポーツ活動

社会のマナーやルールを教えること

道徳や思いやりの心を教えること

学校の教育方針や指導状況を保護者に伝えること

クラブ・部活動

先生たちの教育熱心さ

学習の評価（成績のつけ方）

教科の学習指導

いじめや子どもどうしのトラブルへの対応

将来の進路や職業について考えさせること

学ぶ意欲を高めること

受験に関する指導

家庭学習の指導
私立
公立

図 5－ 1　学校に対する総合満足度（公私別・2012 年）　

公立

私立

9.9

34.2

66.8

56.7 0.8

1.2

まあ満足しているとても満足している あまり満足していない
まったく満足していない

無回答・不明
（％）

19.7

2.4

7.7

0.6

総合的に見てお子様が通われている学校に満足していますか。Ｑ
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学校の教育や指導に対する期待

私立中学校の保護者は、公立中学校の保護者に比べて、全体的に、学校の教育や指導に「期待する（と
ても＋まあ）」比率が高い。とくに差が大きいのは、「実際の場面で話せる英語力を育てる」（25.1 ポ
イント差）、「異なる国の文化や価値観への理解を深める」（15.5 ポイント差）など海外への意識につ
いてである。

私立中の保護者ほど「実際の場面で話せる英語力を育てる」ことを期待している

図 5－３　学校に期待する教育（公私別・2012 年）

※「とても期待する」＋「まあ期待する」の％。

（％）
0 20 40 60 80 100

教科の基礎的な学力を伸ばす 95.0
98.8

96.5

85.9
95.9

85.0

84.2
95.2

83.6
95.6

87.2

78.5

87.9
73.6

89.1
70.2
69.5
66.8

92.2
94.8
91.4
97.5

90.9
95.1

89.7
96.6

89.9
88.6

88.1

87.0
89.7

86.3
94.8

89.3

83.0

90.9
82.5

82.0

75.7

69.7

74.8
66.8

社会のマナーやルールを教える

学ぶ意欲を高める

道徳や思いやりを教える

地震や津波、火災など災害が起きたときに
身を守る方法を教える

将来の進路や職業について考えさせる

主体的に行動する力を育てる

学力や能力を客観的に評価する

表現力やコミュニケーション力を伸ばす

物事を多面的に考える力を育てる

受験に役立つ学力を伸ばす

課題を発見する力を育てる

論理的に考える力を育てる

規則正しい生活習慣を身につけさせる

日本の歴史や文化に対する理解を深める

スポーツの能力や体力を向上させる

家庭での学習習慣をつける

異なる国の文化や価値観への理解を深める

郷土や国を愛する心を育てる

音楽・美術など芸術面での才能を伸ばす

コンピュータやインターネットを
使いこなす力を育てる

実際の場面で話せる英語力を育てる 65.4
90.5

あなたは、学校にどのような教育や指導を期待しますか。Ｑ

私立
公立



東京都調査
（公立・私立比較） 　５  学校に対する期待と満足

学校に望むこと・学校へのかかわり

学校に対して「子どもの学校での様子を保護者に伝える」「保護者が気軽に質問したり相談したりで
きるようにする」「学校の教育方針を保護者に伝える」ことを「望む（とても＋まあ）」保護者の比率
は、公私によらず、95％前後と高い。「子どもの安全を守る巡回活動」への協力意向は公立中学校の
保護者のほうが高く、「ＰＴＡの役員」への協力意向は私立中学校の保護者のほうが高い。

公私によらず、子どもの学校での様子を伝えてほしいと考えている

図 5－ 4　学校に望むこと（公私別・2012 年）

20

※複数回答。

（％）
0 20 40 60 80 100

子どもの学校での様子を保護者に伝える 96.8
96.4

34.1

94.7
95.7

92.9
97.5

80.1
86.9

68.7
46.8

77.0
69.0

41.9

保護者が気軽に質問したり相談したりできるようにする

学校の教育方針を保護者に伝える

放課後に子どもが勉強できる場所を開放する

いつでも自由に学校を見学できるようにする

保護者や地域住民が教育活動を支援する
しくみを充実させる

学校の教育方針を保護者の代表が参加する委員会で決める

※「とても望む」＋「まあ望む」の％。

（％）
0 20 40 60 80

学校の教育方針や目標を決める委員会への参加 13.9
19.1

14.5
19.7

学校の活動を評価する委員会への参加

15.6
18.4

「総合的な学習の時間」などの講師、
または自分の知識や経験をいかした講師としての協力

13.9
16.5

授業での教師のアシスタント

18.2
11.5

クラブ活動・部活動などの指導

18.4
17.1休日や放課後に行う体験活動や学習活動の指導

47.0
61.5

子どもの安全を守る巡回活動

38.8
25.1

ＰＴＡの役員

あなたはお子様が通われている学校に、次のようなことを望みますか。Ｑ

図 5－ 5　学校に協力したい・してもよいこと（公私別・2012 年）

もし、学校から次のようなことを頼まれたら、あなたは協力しますか。Ｑ

私立
公立

私立
公立
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子どもの将来と日本社会

「大学で過ごすこと自体が子どもの人生経験として貴重だ」「レベルの高い学校に進学してほしい」「これ
からの時代は大学くらい出ていないとやっていけない」と考える保護者（とてもあてはまる＋まああては
まる）の比率は、公私で20ポイント前後の差がある。「日本で仕事をするにしても海外の人や企業とつき
あう力は今よりも必要になる」を「とてもそう思う」比率は、私立中学校の保護者では約７割である。

私立中の保護者の94％が「海外の人や企業とつきあう力は今よりも必要になる」と回答

図 6－ 1　子どもの将来に期待すること（公私別・2012 年）

図 6－ 2　今後の日本社会の変化について（公私別・2012 年）

国際的に活躍できる人になってほしい

大学を卒業することが子どもに能力が
あることの証明になる＊

（％）とてもあてはまる

人なみの生活がおくれればよい

まああてはまる あまりあてはまらない

まったくあてはまらない 無回答・不明

私立

公立 25.4 57.7
1.3

9.9 5.7

16.8 54.6
3.1

6.219.3

私立

公立 8.6 26.9 49.7 5.5

17.4 42.0
2.3

5.133.2

これからの時代は大学くらい
出ていないとやっていけない＊ 私立

公立 15.4 32.3 33.7 6.5

26.0 39.0 6.3 5.123.7

12.1

私立

公立 5.3 21.3 50.7 6.6

6.6 29.2 12.446.5

（％）
とてもそう思う

安定した仕事を得ることが
どんどん難しくなる

日本で仕事をするにしても
海外の人や企業とつきあう力は

今よりも必要になる

学歴よりも学生時代に何を学んだかが
重視される社会になる

まあそう思う
まったくそう思わない

無回答・不明

私立

公立

0.1
3.9

公立

4.4

3.9

私立

3.7

39.5

38.2

1.9

50.5

公立

39.2
0.1

52.0

6.9

私立

53.4 3.6

0.2

0.5
26.0

あまりそう思わない

3.7

26.1
2.5

21.745.3 4.5

30.7
1.8

19.144.4 4.1

68.2

9.3

16.2

5.3

　６  子どもの将来について

あなたは、今後の日本社会はどのように変化すると思いますか。Ｑ

あなたは、お子様の将来についてどのように考えていますか。Ｑ

レベルの高い学校に進学してほしい
私立

公立 11.8 35.8 34.3 6.6

24.8 44.9
2.6

6.920.8

11.5

大学で過ごすこと自体が
子どもの人生経験として貴重だ＊ 私立

公立 21.1 38.3 27.7 6.5

37.5 43.7 4.512.5

6.3

1.7

人に尊敬される仕事についてほしい
私立

公立 17.4 40.2 32.8 5.8

22.0 43.1
1.7

5.327.9

3.9

※全 11 項目のうち、公立中学校と私立中学校の保護者で、「とてもあてはまる」＋「まああてはまる」の比率に５ポイント以上差がある７項目
　を示している。
※＊は「とてもあてはまる」「まああてはまる」「あまりあてはまらない」「まったくあてはまらない」「大学に進学させる予定はない」の５段階で
　たずねており、数値は、「大学に進学させる予定はない」を除いて算出している。



東京都調査
（公立・私立比較）　７  教育改革についての意見

次のような取り組みが実施されることや、制度の変更が行われることについて、
賛成ですか反対ですか。Ｑ

今後の教育改革への賛否

「小学校低学年から英語学習を導入する」ことに「賛成（賛成＋どちらかといえば賛成）」する比率は、
公私ともに高い（公立 70.4％、私立 65.9％）。一方、「定員割れが続く公立高校を統廃合の対象とする」
（19.2 ポイント差）、「学力の高い子は飛び級ができる制度を作る」（12.5 ポイント差）などについて
は、私立中学校の保護者のほうが「賛成」の比率が高い。

私立中の保護者ほど、学校評価にもとづく改革や能力別指導の推進などに賛成

図 7－ 1　今後の教育改革への賛否（公私別・2012 年）
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※「わからない」、無回答・不明を省略している。
※〔　〕内は「賛成」＋「どちらかといえば賛成」の％。

小学校低学年から英語学習を導入する

全国的な学力調査（全国学力・学習状況調査）
の結果を学校ごとに公表する

指導力不足の教員を解雇できるようにする

教師・保護者以外の人や外部機関が
学校を評価する

先生の実力を評価して
給与や人事に反映させる

小学校高学年を教科担任制にする

定員割れが続く公立高校を
統廃合の対象とする

民間企業出身の校長を増やす

子ども・保護者が学校や先生を評価する

学力の高い子は飛び級ができる制度を作る

予算や人事に関する校長の裁量を広げる

賛成

学校評価に基づいて予算配分を行う

学力が水準に達しない子どもは留年させる

12.737.7   5.532.7公立

私立 16.032.2  7.9 33.7

14.440.1 5.021.3公立

私立 13.940.7 5.924.1

10.536.4  3.222.3公立

私立 8.943.0 2.026.7

16.638.4  4.7 20.3公立

私立 16.539.1  5.722.3

12.139.3  5.1 17.2公立

私立 10.644.4  3.918.8

12.635.2  4.415.4公立

私立 14.135.0 4.2 16.2

20.534.3 7.7 14.0公立

私立 19.638.4 4.8 22.0

16.532.8 4.714.3公立

私立 8.241.2 2.425.1

26.429.1 11.812.7公立

私立 26.831.1 12.1 13.7

27.727.7 10.413.9公立

私立 24.933.4 6.520.7

18.025.9 6.17.4公立

私立 20.029.7  7.1 6.5

39.115.4 22.06.7公立

私立 37.925.2 12.69.3

31.115.5 17.65.5公立

私立 32.617.3 17.66.7

どちらかといえば賛成
どちらかといえば反対 反対

（％）
〔70.4〕

〔65.9〕

〔61.4〕

〔64.8〕

〔58.7〕

〔58.7〕

〔61.4〕

〔56.5〕

〔63.2〕

〔69.7〕

〔50.6〕

〔51.2〕

〔48.3〕

〔60.4〕

〔47.1〕

〔41.8〕

〔66.3〕

〔44.8〕

〔41.6〕

〔54.1〕

〔33.3〕

〔36.2〕

〔22.1〕

〔21.0〕

〔34.5〕

〔24.0〕
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教育の平等や競争に対する意識

「どんな地域でも同じ教育を受けられるよう、教育内容は国が定めたほうがいい」を支持する保護者
は、公私とも６割を超えており、差が小さい（公立 65.7％、私立 66.8％）。一方で、「学校が競争すれば、
学校の中に活気が生まれて教育は良くなる」（公立 39.7％、私立 51.9％）については、公私の差が大
きい。

公私によって、競争的環境への意識は異なる

①学校の教育内容・学校間競争

②子どもの学習内容・学力

Ａ

どんな地域でも同じ教育を
受けられるよう、教育内容
は国が定めたほうがいい

地域による違いがあっても、
教育内容は都道府県や市区
町村が決めたほうがいい

Ｂ

公立 2.625.3

1.741.4
5.0

7.0
私立

学校が競争すると、成果を
上げるために無理をして教
育は悪くなる

学校が競争すれば、学校の
中に活気が生まれて教育は
良くなる

図 7－ 2　教育の平等や競争に対する意識（公私別・2012 年）

公立 3.37.4

3.29.1私立

公立 13.611.9

2.312.8

2.1

11.7私立

公立 3.425.4

4.419.1

2.7

3.9
私立

２つの意見のうち、あなたの考えに近いのはどちらですか。Ｑ

③学校教育の税負担

公立 4.6

49.3

11.6 10.1

4.27.1私立

子どもの個性に応じて学習
内容をもっと選択できるよ
うにするのがよい

公立学校は、勉強の苦手な
子どもに学力をつけること
を重視すべきだ

義務教育では、すべての子
どもに共通する内容を教え
るのがよい

公立学校は、勉強の得意な
子どもの学力を伸ばすこと
を重視すべきだ

学校教育を充実させるため
に税金が増えるのは仕方が
ない

学校教育は現状のままでよ
いので、税金は増やさない
ほうがよい

26.7

24.6

32.3 44.2

42.8 36.6 8.3

学校は、教科に関する知識
の習得を重視すべきだ

学校は、将来、社会で活用
できる力（論理的思考力、
コミュニケーション力など）
の育成を重視すべきだ

公立 2.77.2

3.47.6

13.9

15.1私立

24.6 51.6

25.0 49.0

33.3 39.1

35.7 37.4

54.1 14.4

57.4

42.4

12.9 26.5

31.2

15.3

25.4

40.4
（％）

Ａに近い Ｂに近い

無回答・不明どちらかといえば
Ａに近い

どちらかといえば
Ｂに近い

（％）
Ａに近い Ｂに近い

無回答・不明どちらかといえば
Ａに近い

どちらかといえば
Ｂに近い

※全 11 項目のうち６項目を示している。

（％）
Ａに近い Ｂに近い

無回答・不明どちらかといえば
Ａに近い

どちらかといえば
Ｂに近い
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